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平成２４年度業務実績評価調書：海上技術安全研究所 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

 
項 目 評定結果 評定理由 意見 

中期計画 平成２４年度計画    

Ⅰ．中期計画の期間 Ⅰ．年度計画の期間 － － － 

Ⅱ．基本方針 Ⅱ．年度計画の基本方針 － － － 

Ⅲ．国民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に関す

る目標を達成するためにとるべき

措置 

Ⅲ．国民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に関

する目標を達成するためにとる

べき措置 

－ － － 

１．研究マネジメントの充実と研

究成果の普及促進 

(１) 研究マネジメントの充実と

外部連携の強化 

① 戦略的企画 

海事行政に係る政策課題を的確に

把握し研究への橋渡しをするとと

もに、研究成果と課題の的確なマ

ッチングを念頭に置いた研究を推

進するため、研究戦略案の策定及

び研究資源の配分案を企画立案す

る。 

特に、「安全・安心の確保」、「グリ

ーン・イノベーションの推進」及

び「国際ルール形成への戦略的な

関与」を実現するために、技術的

なフィージビィリティスタディ

ー、研究テーマの選定、研究開発

体制の構築等を含んだ総合的な研

１．研究マネジメントの充実と研

究成果の普及促進 

(１) 研究マネジメントの充実

と外部連携の強化 

① 戦略的企画 

海事行政に係る政策課題を的確

に把握し研究への橋渡しをする

とともに、研究成果と課題の的確

なマッチングを念頭に置いた研

究を推進するため、研究戦略案の

策定及び研究資源の配分案を企

画立案する。 

特に、「安全・安心の確保」、「グ

リーン・イノベーションの推進」

及び「国際ルール形成への戦略的

な関与」を実現するために、技術

的なフィージビィリティスタデ

ィー、研究テーマの選定、研究開

発体制の構築等を含んだ総合的

S ○当初の目標に向けて着実な努力を重ねられた。それに加

えて、東日本大震災という日本のエネルギー環境を大きく

変えた災害をうけ、研究所がもつノウハウと技術を最大限

に生かして国家的事業である新エネルギーの開発に大き

く貢献されたことは、高く評価すべきである。 

○昨年度は、多くの海難事故原因究明に貢献しつつ、産官

学連携主管設置により政策課題と研究の橋渡し機能を強

化し、東日本大震災の復旧・復興対策、国の再生エネルギ

ー開発等に積極的に貢献した。また、船舶の CO2 排出規

制の強化という国際的な流れに対応し、EEDI プロジェク

トチーム等を組織して国際条約の発効支援を行った。さら

に、外部連携強化の一環としてオープンラボを整備して産

学官連携を積極的に進め、低 VOC 船舶用塗料開発が大き

な成果を収めたことに対し、国土交通大臣賞を受賞した。

これは、産学官連携への先導的な取組みと貢献が認められ

たものである。 

科研費の獲得件数、受託研究等の件数、特許等の許諾件数

が昨年度の数値目標を大幅に上回り、過去最高水準となる

など、基礎研究の活性化や成果の普及と活用を積極的に進

○人材育成・交流が、若干、

造船分野に偏っている印象が

ある。他の分野についての説

明もあると良い。 
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究開発計画の企画立案・コーディ

ネート機能の向上を図る。 

② 外部からの研究評価の拡充 

外部評価委員会における評価者へ

の関連説明の充実、アウトカムの

視点からの評価を充実するなど、

外部有識者による研究評価の充実

を図るとともに、民間等との研究

分担、連携強化、重複の排除、研

究の重点化等の新たな観点を加

え、研究評価の深度化を進める。

更に、研究テーマについて、関係

学会・業界等へのアンケート等を

実施し、外部からの的確な研究評

価に努め、評価結果を研究課題の

選定や研究の実施に反映する。 

 

③ 基礎研究の活性化 

研究ポテンシャルの維持・向上、

海事分野での新たなシーズの創生

を図るため、大学等と連携して行

う「大学等連携型基盤研究」の設

定、競争的資金の活用、内部研究

資金での若手枠の設定等により基

礎研究の活性化を図る。 

 

 

④ 研究者の意欲向上に資する環

境の整備 

海事・海洋分野でのイノベーショ

ン、政策支援機能の充実を目指す

ためには、研究制度の見直し、活

性化を実施するだけでなく、職制

にとらわれない研究者の登用や、

優れた研究業績、行政、産業界、

な研究開発計画の企画立案・コー

ディネート機能の向上を図る。 

② 外部からの研究評価の拡充 

外部評価委員会における評価者

に対し、研究課題の位置付けや行

政の動向、技術開発動向等の関連

説明、アウトカムの視点からの成

果の説明を充実することにより、

外部有識者による研究評価の充

実を図るとともに、民間等との研

究分担、連携強化、重複の排除、

研究の重点化等の観点を加えた

評価により、研究計画から成果に

至るまでの各研究フェーズにお

いて評価を実施し、社会・行政の

動向や研究の進捗状況を踏まえ

た的確な研究の見直しを行う。 

③ 基礎研究の活性化 

海事分野での新たなシーズの創

生を図るため、大学等と連携して

行う「大学等連携型基盤研究」枠

や研究ポテンシャル維持・向上を

図る内部研究資金での若手研究

者の優先枠の設定を行う。また、

若手・中堅研究者の研究能力等の

向上のための人材育成に一層取

り組む。 

④ 研究者の意欲向上に資する

環境の整備 

海事・海洋分野でのイノベーショ

ン、政策支援機能の充実を目指す

ためには、研究制度の見直し、活

性化を実施するだけでなく、職制

にとらわれない研究者の登用や

個人の評価へ業績を適切に反映

めた。 

若手研究者の育成のみならず、平成 24 年度にテレビ会議

システムを導入し、３会場を増設して船舶海洋工学研修を

行い、海事産業における基盤的な人材育成にも貢献した。

以上の通り、研究マネジメントを充実させ、具体的な数値

目標に対して年度計画を超える過去最高の実績をあげて

いると認められる。 

○研究マネジメントの充実と研究成果の普及促進の全体

において、中期目標の達成に向けて優れた実施状況にある

と認められる。 

○津波救命艇のガイドライン策定など政策支援業務を着

実にこなしており、共同研究や民間受託研究件数がここ 3

年で伸びており、24 年度は計画の 1.6 倍の成果を達成し

ている。 

○法人としての政策課題と社会ニーズの把握を的確に行

い、震災復興・対策や緊急・重大課題への対応は評価でき

る。結果として、産学官連携功労者表彰における国土交通

大臣賞受賞、科研費、受託研究数、特許件数の増加に結び

ついたものと考えられる。また、人材育成・交流の促進に

より、今後の成果についても期待ができる。 

○研究マネジメントの充実と研究成果の普及促進へ向け

て、様々な取り組みが適切に行われている。研究の方向性

を的確に定め推進するとともに、基礎研究の推進にもつと

め、人材育成を進めながら、研究成果の普及を推進してい

る。その取り組みは継続的に進められており、法人のミッ

ション達成に向けて優れた成果であると考える。 

○研究マネジメントを適切に実施し、業務運営に成果を出

している。 
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学界等外部への貢献、国際的な活

動への貢献、価値ある知的財産権

の取得等を個人の評価、研究費へ

適切に反映すること等により、研

究者の意欲向上を図る。 

⑤ 産学官が結集して行う研究開

発の推進 

地球環境保全、海洋開発等の新た

な社会的なニーズに対応するイノ

ベーション技術の創成を目的とし

た研究開発を産学官が連携して効

率的に実施するための「研究所の

実験施設を核にしたイノベーショ

ン研究開発拠点の形成」を推進す

る。この観点から、長期の開発期

間を要する基盤的技術開発を加速

するため、大学、民間、他の公的

研究機関等との有機的な連携を強

化するためのコーディネーター機

能を高めるとともに、民間研究者

の長期受入、施設貸与の柔軟化等

のオープンラボ化を進めるなど、

産学官が結集して行う研究開発の

環境整備を推進する。 

⑥ 外部との人材交流等の促進 

地球環境保全、海洋開発等の新た

な分野での研究開発能力を高める

とともに、海事産業における基盤

的な人材育成に貢献するため、所

内研修講座の外部受講者への開

放・受入、長期のインターンシッ

プ受入や大学、民間、外国研究機

関等との人材交流、若手研究員の

ＯＪＴ研修等、情報交換、連携協

定締結等、外部との連携の促進を

するための制度の確実な実施と

充実を図る。 

 

 

 

⑤ 産学官が結集して行う研究

開発の推進 

「研究所の実験施設を核にした

イノベーション研究開発拠点の

形成」を推進するため、オープン

ラボの利用促進を図る。 

また、長期の開発期間を要する基

盤的技術開発を加速するため、大

学、民間、他の公的研究機関等と

の有機的な連携を推進する組織

を充実させ、連携によるプロジェ

クトを形成する機能を強化する。

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 外部との人材交流等の促進 

地球環境保全、海洋開発等の新た

な分野での研究開発能力を高め

るとともに、海事産業における基

盤的な人材育成に貢献するため、

所内研修講座の外部受講者への

開放・受入、長期のインターンシ

ップ受入や大学、民間、外国研究

機関等との人材交流、若手研究員

のＯＪＴ研修等、情報交換、連携

協定締結等、外部との連携の促進
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行う。 

中期計画期間中に、連携大学院、

インターンシップ制度等の更なる

活用により、延べ 200 名程度の研

修員を受け入れる。 

 

(２) 研究成果の普及及び活用の

促進 

① 政策支援機能の拡充 

研究所が蓄積した技術基盤及び研

究成果を活用し、海難事故の分析、

海上輸送の安全確保、海洋環境の

保全等に関する国内基準の策定・

改正、海事産業の発展のための社

会経済分析・基盤技術の確保、放

射性輸送物質等の安全の確認、油

等防除活動への助言等に関し、国

土交通省における海事政策の立

案・実施に積極的に貢献する。 

加えて、国内外の産学官における

研究開発動向の収集・分析、海上

交通流シミュレーション、環境ラ

イフサイクルコスト等の新たな政

策評価ツールを活用した海事行政

に係る懸案事項への政策提言を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を行う。 

本年度計画期間中に、連携大学

院、インターンシップ制度等の更

なる活用により、延べ 40 名程度

の研修員を受け入れる。 

 

(２) 研究成果の普及及び活用

の促進 

① 政策支援機能の拡充 

研究所が蓄積した技術基盤及び

研究成果を活用し、海難事故の分

析、海上輸送の安全確保、海洋環

境の保全等に関する国内基準の

策定・改正、海事産業の発展のた

めの社会経済分析・基盤技術の確

保、放射性輸送物質等の安全の確

認、油等防除活動への助言等に関

し、国土交通省における海事政策

の立案・実施に積極的に貢献す

る。特に、依然として続発する海

難事故の分析については、研究所

の組織の位置づけを明確にして、

機能の強化を図る。 

また、国内外の産学官における研

究開発動向の収集・分析、海上交

通流シミュレーション、環境ライ

フサイクルコスト等の新たな政

策評価ツールを活用した海事行

政に係る懸案事項への政策提言

を行う。 

さらに、海洋汚染防止条約の一部

改正により導入されるエネルギ

ー効率設計指標（ＥＥＤＩ）に関

し、国土交通省からの要請に基づ

き、水槽試験のための施設貸与や
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② 実用化等の成果の普及、活用

の促進 

研究成果の産業界における活用促

進を図るとともに、研究所が有さ

ない技術を補完し、研究成果の質

の向上、実用化を加速するため、

大学、民間、他の公的研究機関等

との連携を図り、共同研究の実施

や委託研究の受託を促進するとと

もに、競争的資金に積極的に応募

し、中期目標期間中に、共同研究

及び受託研究については、延べ

770 件以上の研究を、各種競争的

資金については、延べ 125 件以上

の研究をそれぞれ実施する。 

さらに、研究活動を紹介する広報

については、冊子等の発行やイン

ターネットを通じた情報提供のさ

らなる充実を図り、インターネッ

トホームページの更新をタイムリ

ーに更新し、メールニュースの発

信、海技研ニュースの発行等、わ

かりやすい情報提供に努める。 

施設見学については、大規模な施

設公開に加え、一般からの要望に

きめ細かく応えられるよう、希望

者を公募して小規模な実験公開等

を、合計年６回以上実施する。 

 

 

③ 戦略的知的財産の取得、活用

及び運用 

研究所の成果の発信の形態とし

水槽試験の実施を通じて貢献す

る。 

② 実用化等の成果の普及、活用

の促進 

研究成果の産業界における活用

促進を図るとともに、研究所が有

さない技術を補完し、研究成果の

質の向上、実用化を加速するた

め、大学、民間、他の公的研究機

関等との連携を図り、共同研究の

実施や委託研究の受託を促進す

るとともに、競争的資金に積極的

に応募し、本年度計画期間中に、

共同研究及び受託研究について

は、延べ 154 件以上の研究を、

各種競争的資金については、延べ

25件以上の研究をそれぞれ実施

する。 

さらに、研究活動を紹介する広報

については、冊子等の発行やイン

ターネットを通じた情報提供の

さらなる充実を図り、インターネ

ットホームページの更新をタイ

ムリーに更新し、メールニュース

の発信、海技研ニュースの発行

等、わかりやすい情報提供に努め

る。 

施設見学については、大規模な施

設公開に加え、一般からの要望に

きめ細かく応えられるよう、希望

者を公募して小規模な実験公開

等を、合計年６回以上実施する。

③ 戦略的知的財産の取得、活用

及び運用 

研究所の成果の発信の形態とし
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て、特許等知的財産権の出願、論

文の発表、国内外の学会・講演会

での発表、ソフトウェアの提供等、

多種多様な手段を活用する。この

際、知的財産権の実施料の算定が

適切なものとなっているか検証し

た上で、必要に応じて見直しを行

う。 

成果の公表に当たっては、行政的

な観点及び産業界での有効活用の

観点から知的財産権化すべきもの

については、漏れなく特許、実用

新案等を出願し、戦略的かつ適切

な権利取得に一層努める。 

また、中期計画期間中に、所外発

表については、延べ 1,560 件以上

を、特許、プログラム等の知的財

産所有権の出願については、延べ

245 件以上を、それぞれ実現する

とともに、国外への知の成果発信

の観点から、英文論文数を 500 件

以上とする。 

 

て、特許等知的財産権の出願、論

文の発表、国内外の学会・講演会

での発表、ソフトウェアの提供

等、多種多様な手段を活用する。

この際、知的財産権の実施料につ

いては、２３年度に行った検証結

果を適切に反映させる。 

成果の公表にあたっては、行政的

な観点及び産業界での有効活用

の観点から知的財産権化すべき

ものについては、漏れなく特許、

実用新案等を出願し、戦略的かつ

適切な権利取得に一層努める。 

また、本年度計画期間中に、所外

発表については、延べ 312 件以

上を、特許、プログラム等の知的

財産所有権の出願については、延

べ 49 件以上を、それぞれ実現

するとともに、国外への知の成果

発信の観点から、英文論文数を

100 件以上とする。 

２．政策課題解決のために重点的

に取り組む研究 

中期目標に掲げられた研究開発課

題に対する適切な成果を創出する

ため、本中期計画期間においては、

次に記載する研究に重点的に取り

組むこととする。研究課題は「民

間にできることは民間に委ねる」

との考え方に沿い、安全・環境に

関する基準策定に係る研究等政策

課題への対応には必要不可欠な技

術であるがビジネスの観点からは

２．政策課題解決のために重点的

に取り組む研究 

中期計画に掲げた次に記載する

研究に重点的に取り組むことと

し、これら重点的に取り組む研究

開発課題に迅速かつ的確に対応

するため、経営資源を重点的に充

当する。 

研究課題は「民間にできることは

民間に委ねる」との考え方に沿

い、安全・環境に関する基準策定

に係る研究等政策課題への対応

－ － 
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利用価値の低いものや先導的でリ

スクが高く民間での取り組みが困

難なものであって、独立行政法人

として一貫した取り組みが必要な

ものに重点化する。これら研究開

発課題に迅速かつ的確に対応する

ため、経営資源を重点的に充当す

る。 

また、これら重点的に取り組む研

究開発課題以外のものであって

も、本中期計画期間中の海事行政

を取り巻く環境変化により、喫緊

の政策課題として対応すべきもの

であれば、重点的に取り組む研究

開発課題と同様に取り組むことと

する。 

なお、課題に対する研究の選定・

研究過程、成果に関して、国際海

事機関（ＩＭＯ）、国際標準化機構

（ＩＳＯ）等の国際機関における

議論の進捗及び海事行政の政策動

向に合わせて適時適切に成果を創

出できるよう、中期目標に規定さ

れた考え方に則り、研究所による

内部評価及び識者による外部評価

を適切に行う。 

 

には必要不可欠な技術であるが

ビジネスの観点からは利用価値

の低いものや先導的でリスクが

高く民間での取り組みが困難な

ものであって、独立行政法人とし

て一貫した取り組みが必要なも

のに重点化する。 

特に、本年度は、国土交通省から

の要請を受け、ＥＥＤＩの改善の

ための研究を通じて貢献してい

く。 

なお、課題に対する研究の選定・

研究過程、成果に関して、国際海

事機関（ＩＭＯ）、国際標準化機

構（ＩＳＯ）等の国際機関におけ

る議論の進捗及び海事行政の政

策動向に合わせて適時適切に成

果を創出できるよう、中期目標に

規定された考え方に則り、研究所

による内部評価及び識者による

外部評価を通じ、適切に行う。 

特に、本年度からは、各研究課題

が研究計画に沿って進捗してい

るかどうかを確実に把握し、成果

の創出につながるよう適切な支

援を行う。 

【海上輸送の安全の確保】 

国際条約等における技術的な合理

性に欠ける安全規制の導入等によ

る社会的コストの増加に係る懸念

を背景に、船舶の安全性向上と社

会的な負担のバランスの確保を両

立した安全規制体系の構築が期待

されている。 

【海上輸送の安全の確保】 

荷重・構造一貫性能直接評価手法

の確立、リスクベース安全性評価

手法の標準化等の研究開発を通

じて、国際ルール化を日本が主導

し、安全性の強化と社会的な負担

の適正化を両立させる合理的な

安全規制体系の構築を支援して

S ○実海域再現水槽と操船シミュレータを融合した海難事

故等の再現・解析技術は、小型船の転覆事故解明に貢献す

るとともに転覆事故対策の基盤技術を確立したとのこと

であり、高く評価できる。 

○安全確保は、研究所として最大の使命の一つである。そ

れにむけて、船舶の事故解明につながるリスクを総合的に

評価し、それらの分析が国交省の安全ガイドラインやハザ

ードマップに採用されるなど、目標を超えた明確な成果に

○高速大型船の重大事故発生

に鑑み、荷重・構造一貫性能

評価手法の実用化と構造基準

検討への適用を喫緊の課題と

して推進して頂きたい。 
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研究所としては、荷重・構造一貫

性能直接評価手法の確立、リスク

ベース安全性評価手法の標準化等

の研究開発を通じて、国際ルール

化を日本が主導し、安全性の強化

と社会的な負担の適正化を両立さ

せる合理的な安全規制体系の構築

を支援していくため設計レベルか

らの革新的安全確保技術の確立を

目指した合理的規制体系の構築に

関する次の研究を行う。 

(１) 安全性の確保・向上に資す

る、先進的な構造解析技術等を活

用した安全性評価手法の開発・高

度化及び革新的動力システム等の

新技術に対応した安全性評価手法

の開発に関する研究 

－波浪荷重から構造強度までを一

貫して評価・解析可能となるプ

ログラムの開発及び設計ガイド

ラインの作成 

－環境インパクトの大幅な低減を

目指して開発されている舶用ハ

イブリッドシステム、舶用電気

推進システム、舶用リチウム電

池等の新たな技術、大規模シス

テムに対する安全性評価手法の

開発 等 

 

 

 

 

 

(２) リスクベース安全性評価手

法等を用いた合理的な安全規制体

いくため設計レベルからの革新

的安全確保技術の確立を目指し

た合理的規制体系の構築に関す

る次の研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

(１)安全性の確保・向上に資す

る、先進的な構造解析技術等を活

用した安全性評価手法の開発・高

度化及び革新的動力システム等

の新技術に対応した安全性評価

手法の開発に関する研究 

－波浪荷重から構造強度までを

一貫して評価・解析可能となる

プログラムの改良を行うとと

もに、これを用いて、船体運動

と応力の応答関数に及ぼす波

高の非線形影響を考慮した疲

労強度評価を行う 

－舶用リチウム電池の劣悪環境

下での性能等に関する基礎的

な試験等を行い船舶搭載のた

めの判断基準を検討するとと

もに、舶用電気推進システムの

負荷変動に対する安全性評価

のため実船データの解析を行

う 等 

 

(２) リスクベース安全性評価

手法等を用いた合理的な安全規

つながっている。また国際的にも積極的に研究成果を発信

されるなど、目標を上回るすぐれた活動と認められる。 

○革新的動力システム等に対応した安全性評価では、ハイ

ブリッド制御システムに使用する電池の安全に係る規格

のための基礎資料を得るなど、先進技術の導入に向けた研

究を着実に進めている。合理的な安全規制体系化では、船

体構造の検査・診断技術、疲労強度に関する研究のほか、

リスクベースの安全性評価手法を適用した設計技術及び

安全基準の策定に資する研究を実施した。ここでは、海上

交通流シミュレーションモデルを改良し、AIS データより

船舶遭遇頻度を自動的に分析する手法を開発して、その評

価結果を国土交通省の施策や運輸安全委員会のハザード

マップに反映させた。また、LNG を燃料とする船舶の安

全性に関する研究では、国土交通省の LNG 移送ガイドラ

イン策定に貢献したほか、IGF コード（国際ガス燃料船規

則）案の修正を IMO（国際海事機関）に提案するなど、

実用的かつ優れた成果を上げた。海難事故等の再現・解析

技術の高度化では、実海域再現水槽で双峰性スペクトルを

有する波浪を世界で初めて再現し、漁船の転覆事故原因解

明、事故対策の確立に資する成果を上げた。また、運輸安

全委員会からの受託による海難事故原因解析調査を実施

したほか、天竜川川下り船の事故分析結果をもとに、事故

予防を内容とする国土交通省の「川下り船の安全対策ガイ

ドライン」策定に貢献した。以上のように、年度計画を着

実に進めながら、特に事故原因究明や安全対策に関して国

の施策に反映される具体的かつ優れた成果を上げたと認

められる。 

○実海域再現水槽により、風向きが正反対方向に急変した

直後に発生する、双峰性スペクトルを有する波浪（短波長

/不規則波）を世界で初めて再現。この波で漁船の模型実

験を行い、ブローチング（追い波に乗っての転覆）、船首

没水、復原力喪失という転覆事故シーケンスを再現。事故

原因解明に貢献するとともに、転覆海難事故対策の基盤技

術を確立したことは、大いに評価できる。 

○実海域水槽で、風向きが正反対に急変した直後に生じる
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系化に関する研究 

－リスクベース安全性評価手法等

を適用した設計支援ツールの開

発及びＬＮＧ燃料船等の新たな

システムに対する安全に係るガ

イドラインの作成 

－経年船体構造の検査・診断技術

の開発、疲労強度への板厚影響

評価 等 

また、大型船舶の衝突、異常波浪

による小型船舶の沈没等の海難事

故が依然として高い水準で発生し

ている。 

研究所としては、海難事故の大幅

削減を目指し、海難事故の再発防

止を図るため、残された数少ない

事実から、事故を再現し、欠落し

た事故の経緯を迅速に推定し、真

の海難事故原因を解明する手法に

ついて、更なる高度化を図るとと

もに、これら真の事故原因、前項

の研究成果を踏まえた、適切な事

故再発防止対策の調査研究とその

費用便益効果、社会合理性の検証

を可能とする政策ツール等の開発

に関する次の研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

(３) 海難事故等発生時の状況を

高精度で再現し、解析する技術の

高度化及び適切な対策の立案のた

制体系化に関する研究 

－リスクベース設計支援ツール

の一部を構成する火災、避難シ

ミュレーションプログラム等

の機能拡張を行い、中型旅客船

モデルの解析を行う。また、

LNG 燃料船の安全設備及び燃

料補給の際の安全確保に関す

る検討を行う 

－船体構造の検査・診断支援シス

テムの実用化に向けて、損傷状

況等から損傷原因や修繕方法

を推論するアルゴリズムを構

築し、実データに適用する。ま

た、溶接部に二次加工処理（グ

ラインダと超音波ピーニング）

を行った部材の疲労強度と板

厚効果係数を実験結果から特

定する 等 

また、海難事故の大幅削減を目指

し、海難事故の再発防止を図るた

め、残された数少ない事実から、

事故を再現し、欠落した事故の経

緯を迅速に推定し、真の海難事故

原因を解明する手法について、更

なる高度化を図るとともに、これ

ら真の事故原因、前項の研究成果

を踏まえた、適切な事故再発防止

対策の調査研究とその費用便益

効果、社会合理性の検証を可能と

する政策ツール等の開発に関す

る次の研究を行う。 

(３) 海難事故等発生時の状況

を高精度で再現し、解析する技術

の高度化及び適切な対策の立案

双峰性スペクトルの再現に成功しており、学術的貢献が高

い。また天竜川川下り船の事故分析をもとにガイドライン

を作成しており、社会的波及効果が高い。AIS データを集

積し、交通量の変動を把握するシステムを構築しており、

政策的にも学術的にも貢献度は高い。社会的な波及効果が

認められる。LNG 輸送船の燃料補給時の安全性の解析を

実施し、LNG 移送ガイドラインを作成しており、これは

中期目標の早期達成として認められる。 

○すべての成果が年度計画を上回っていること、特に

LNG 移送ガイドラインに対する提案、実海域再現水槽の

有効活用による双峰性スペクトルを有する波浪の再現、

「川下り船の安全対策ガイドライン」策定への協力、沿海

区域の拡大を決定、「船舶事故のハザードマップ」の作成

およびＬＮＧ燃料移送等安全対策の策定に貢献について

は、特に評価できる。 

○海上輸送の安全確保へ向けた多くの取り組みは、個別に

成果を見ても優れた実施状況にあり、全体として年度計画

を超える優れた成果と考えられる。 
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めの研究 

－実海域再現水槽と操船リスクシ

ミュレータをリンクさせ海難事

故等の再現性向上・原因解析の

迅速化等を図るシミュレーショ

ン技術の開発 

－海難事故原因、規制の社会費用

便益等の観点を踏まえた運航規

制等の安全性評価を可能とする

海上交通流シミュレータの開発 

等 

のための研究 

－操船リスクシミュレータにお

ける操縦運動及び船体運動モ

デルの高度化を図るとともに、

実海域再現水槽での模型試験

結果による検証及び連携を図

る 

－海上交通流シミュレーション

の衝突回避モデルの改良を行

うとともに、取り扱い隻数の拡

張や小型船への適用等を行い、

実際の海域を対象にシミュレ

ーションを行って有効性を検

証する 等 

【海洋環境の保全】 

中期目標に示されているように、

深刻化する地球環境問題に対応す

るため、世界的な規模で地球温暖

化の防止等が進められている。こ

のため、新たな環境規制の導入等

が行われるとともに、これら規制

等に対応する環境技術開発（グリ

ーン・イノベーション）等の社会

的要請が高まっている。 

これらの社会的な要請に対応し

て、船舶の分野においても船舶か

らのＣＯ２、ＮＯｘ等の大幅な削

減強化に向けた議論が国際的に進

められており、研究所として、国

際ルール化を日本が主導すること

等による環境インパクトの大幅な

低減と社会合理性を兼ね備えた環

境規制の構築に向けて、その前提

となる基盤的な環境技術、特に、

環境基準の構築のコアとなる環境

【海洋環境の保全】 

国際ルール化を日本が主導する

こと等による環境インパクトの

大幅な低減と社会合理性を兼ね

備えた環境規制の構築に向けて、

その前提となる基盤的な環境技

術、特に、環境基準の構築のコア

となる環境影響評価技術、ＰＭ計

測技術等と「ゼロエミッション

（環境インパクトゼロ）」を目指

した環境インパクトの大幅な低

減が可能なシステム・要素技術等

の基盤的技術に関する次の研究

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

S ○船舶の環境負荷低減に関しては、燃費の改善と温室効果

ガスの排出削減のための技術開発プロジェクトや NOx 等

の大気汚染物質の排出削減に資する研究が集中的に実施

され、実用化につなげることができたことは、高く評価で

きる。 

○評価調書の自己評価欄に列挙されるように、目標を超え

る多数の重要な成果を挙げられたことは、優れた活動とし

て高く評価すべきである。 

○環境規制の実現に資する環境評価技術の高度化では、大

気汚染物質排出量データの作成等を進め、国の大気汚染物

質放出規制海域（ECA）の検討に貢献した。また、NOx

低減技術の高度化に関しては、NOx3 次規制対応の舶用

SCR 脱硝システムの劣化・耐久性評価を行い装置の製品

化に寄与した。 船舶のグリーンイノベーションの実現で

は、小径円環ダクト（WAD）や STEP を開発し、実船に

適用されて燃費改善を実現した。すでに EEDI 規制のフェ

ーズ 1（2015 年～）を達成し、日本のエコシップとし

て建造を受注している。これら省エネデバイスの性能評価

が可能な CFD プログラムも開発し、開発した成果が広く

産業界に波及した。以上の通り、国際的枠組みへの対応や

国際競争力の強化という面でも具体的な成果を開発して
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影響評価技術、ＰＭ計測技術等と

「ゼロエミッション（環境インパ

クトゼロ）」を目指した環境インパ

クトの大幅な低減が可能なシステ

ム・要素技術等の基盤的技術に関

する次の研究を行う。 

(４) 環境インパクトの大幅な低

減と社会合理性を兼ね備えた環境

規制の実現に資する環境評価技術

の高度化及び環境規制体系の構築

のための研究 

－ＩＭＯでの適切な大気汚染物質

放出規制海域（ＥＣＡ）設定に

繋がる大気汚染物質低減効果の

評価手法の開発、ＩＭＯ等での

船舶に対する新たな環境規制導

入の検討に利用可能な社会費用

便益分析等の合理的・定量的評

価手法の開発 等 

 

(５) 船舶のグリーン・イノベーシ

ョンの実現に資する革新的な環境

負荷低減技術及びその普及に必要

となる実海域における運航性能評

価手法の開発及び高度化に関する

研究 

－実海域における省エネ等の運航

性能評価を行うためのシミュレ

ータの開発、設計段階での省エ

ネデバイス等の実海域性能評価

を可能とするＣＦＤプログラム

の開発等の実海域における運航

性能評価手法の開発 

－推進効率が高く大幅な省エネが

可能な２軸リアクションポッド

 

 

 

 

 

 

(４) 環境インパクトの大幅な

低減と社会合理性を兼ね備えた

環境規制の実現に資する環境評

価技術の高度化及び環境規制体

系の構築のための研究 

－平成 23 年度に作成した排出

量データの将来予測を用いた

拡散・大気反応シミュレーショ

ンにより将来の大気汚染物質

の船舶影響の程度を地理的に

把握し、全排出量に対する船舶

寄与割合を評価する 等 

 

 

(５) 船舶のグリーン・イノベー

ションの実現に資する革新的な

環境負荷低減技術及びその普及

に必要となる実海域における運

航性能評価手法の開発及び高度

化に関する研究 

－省エネ等の運航性能評価を行

うためのシミュレータのプロ

トタイプの機能拡張を行うと

ともに、造船所等の協力のもと

プログラムの評価を行う。ま

た、CFD 計算手法に、省エネ

デバイスの性能を推定する上

で欠くことのできないプロペ

ラ影響を模擬するプロペラ体

普及させ、年度計画を上回る優れた実績を上げたと認めら

れる。 

○各要素（船体、ダクト、舵等）の３次元翼まわりの格子

を自動生成し、重合格子を作成する CFD プログラムを開

発することなどによって CO2 排出規制（EEDI 規制）に

対応するべく、船尾付加物を含めた推進効率の向上を達成

したことは大いに評価できる。 

○WAD や STEP という省エネデバイスを発明し、特許

を取得、それらが実船に適用されており、技術の波及効果

が高く、目標以上の成果と言える。NOx 三次規制対応の

舶用 SCR の試運転を行い、劣化・耐久性の評価を実施し、

また昨年開発した大気汚染物質の拡散シミュレータによ

り、大気汚染物質の船舶寄与率を地理的に把握しており、

目標を達成している。 

○国の「大気汚染物質放出規制海域（ECA）」検討への貢

献、実運航性能シミュレータ「VESTA」の実用化、EEDI

規制における実海域中の船速低下係数「fw」の導入、波

浪中抵抗増加を低減する省エネ装置「STEP」を開発、

CO2 排出規制に対応するため小径円環ダクト（WAD）

の開発、SCR 脱硝システムの長期耐久性能の評価等は、

特に優れた成果である。 

○研究所の取り組みと成果は、高く評価できる。 
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システム、船尾流場制御技術を

利用した実海域性能の高い省エ

ネデバイス等のＣＯ２排出削減

技術に係る基盤技術の開発 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(６) 船舶の更なるグリーン化等

を実現するための、ＮＯｘ、ＳＯ

ｘ、ＰＭ等の大気汚染物質の削減、

船舶の運航に起因する生態系影響

の防止に資する基盤的技術及びそ

の普及に必要となる性能評価手法

の開発及び高度化に関する研究 

－舶用ＳＣＲシステムの耐久性向

上、低コスト化、認証ガイドラ

イン等のＮＯｘ３次規制に必要

な実用化技術の確立、ポスト３

次規制を想定した更なるＮＯｘ

削減のための計測・評価、処理

技術等の開発、将来的なＳＯｘ、

ＰＭ規制に対応した計測・評価、

処理技術等の開発 

－船体付着生物の船体付着・侵入

リスクの評価手法の確立、沈船

等からの油漏えいリスク評価 

等 

積力モデルを組み込み、モデル

の検証を行う 

－リアクションポッドシステム

における最適スケグ形状の設

計法ガイドラインを確立し、リ

アクションポッドシステムの

試設計を行う。また、プロペラ

一体型実海域省エネデバイス

の最適設計ツールを改良し、省

エネデバイスの試設計を行う。

さらに、２軸船に適した船尾流

場制御システムによる馬力低

減効果の定量的な評価を行う 

等 

 

(６) 船舶の更なるグリーン化

等を実現するための、ＮＯｘ、Ｓ

Ｏｘ、ＰＭ等の大気汚染物質の削

減、船舶の運航に起因する生態系

影響の防止に資する基盤的技術

及びその普及に必要となる性能

評価手法の開発及び高度化に関

する研究 

－ＮＯｘ３次規制に必要な実用

化技術の確立のため、実運航を

模擬した舶用ＳＣＲシステム

の試験を実施し、検査基準の策

定に必要となる触媒の劣化特

性及び耐久性の評価を行う。ま

た、ディーゼル機関排ガス中の

炭化水素分の主要な成分を同

定し、その濃度を定量できる計

測手法を構築する 

－船体付着生物の越境移動リス

クを評価するシステムの試設
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計を行う 等 

【海洋の開発】 

中期目標に示されているように、

海洋開発は我が国の成長を支える

基盤であるとともに、資源・エネ

ルギー安全保障等、今後長期にわ

たり継続する構造問題解決に重要

な役割として期待されており、関

係機関の連携のもとで我が国の海

洋開発が進捗してきている。 

一方で、実際の海洋開発は民間で

の開発リスクが過大であるため、

海洋開発推進、海洋産業の育成に

向けた国と民間の連携が重要とな

っている。 

研究所としては、内外の関係機関

の連携のもと、海洋立国を目指し

たナショナルプロジェクト・政策

への技術的貢献とともに、実際の

開発・生産を担う本邦企業への技

術支援を行うこととする。 

特に、浮体式海洋構造物の安全性

評価手法、海洋開発に伴う環境負

荷軽減等は海洋利活用の基礎とな

るものであり、その開発・高度化

を図ることにより我が国周辺海域

における海洋再生可能エネルギー

の開発・普及促進、海洋資源の確

保及び産業競争力強化に資する次

の研究を行う。 

(７) 浮体式洋上風力発電等の海

洋再生可能エネルギー生産システ

【海洋の開発】 

浮体式海洋構造物の安全性評価

手法、海洋開発に伴う環境負荷軽

減等は海洋利活用の基礎となる

ものであり、その開発・高度化を

図ることにより我が国周辺海域

における海洋再生可能エネルギ

ーの開発・普及促進、海洋資源の

確保及び産業競争力強化に資す

る次の研究を、研究所と内外の関

係機関との連携のもと行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(７) 浮体式洋上風力発電等の

海洋再生可能エネルギー生産シ

S ○洋上風力発電プロジェクトに対応して、迅速に浮体式発

電設備の安全性指針を作成したことは評価できる。また、

各種実証事業の技術基盤を提供したことは高く評価でき

る。 

○東日本大震災以降、日本のエネルギー事情はひっ迫の度

合いを強め続けている。海洋国として、海洋再生可能エネ

ルギーの開発は国家的プロジェクトである。当研究所は、

その技術とノウハウを生かした安全ガイドラインは、環境

省の実証事件に大きく貢献した。また複合エネルギーにつ

いても、最適な設計から性能を大幅に高める、世界初の深

海採掘に参加するなど、研究を行うという目標を大幅に上

回る成果を挙げたと判断できる。 

○再生可能エネルギーの開発は喫緊の課題であり、その一

つとして期待されている浮体式洋上発電の実用化に向け

た研究開発を進めている。この課題については、国土交通

省の「洋上浮体式発電設備の安全性ガイドライン」作成に

貢献し、浮体式風力発電実証事業及びウインドファーム実

証事業の実施に道筋を付けた。さらに、外洋設置への課題

を抽出し、渦励起動揺（VIM）の再現と VIM に対応した

設計技術を確立するなど、技術基盤の構築に貢献してい

る。洋上天然ガス生産システムに関しても、氷海域プラッ

トフォームの性能評価法を開発し、その設計手法を確立し

た。海底熱水鉱床の掘削技術は、JOGMEC 事業に参画し

て実施した実海域での深海掘削試験に成功しており、将来

有用な要素技術として期待される。 

海洋開発は国家的なプロジェクトであり、特に海洋での安

全性評価という面で高く貢献している。年度計画を着実に

進めつつ、計画を超える優れた実績を上げていると認めら

れる。 

○浮体式洋上風力発電等の海洋再生可能エネルギー生産

システムに係る基盤技術の開発並びに安全性評価手法の

○今後は、洋上風力発電設備

の浮体安全性評価との関係

で、設置後のモニタリングシ

ステムの検討が必要と考えら

れる。 

 

 

 

○海洋資源の開発は国家的な

プロジェクトである。大きな

予算を必要とし、民間や 1 研

究所が単独で実施できるよう

なものではない。したがって、

特に海洋での安全性に関し多

くの知見と技術及び施設を有

する海上技術安全研究所がそ

のプロジェクトに加わり、海

洋フロンティアにおける新た

な事業の創出に貢献すること

は大いに意義があると考え

る。 
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ムに係る基盤技術の開発並びに安

全性評価手法の開発及び高度化に

関する研究 

－浮体式洋上風力発電システムの

動揺制御技術の開発及び安全性

評価ガイドライン等の作成、複

合再生可能エネルギー発電シス

テムの安全性・性能評価手法の

開発 等 

 

 

 

 

 

(８) 浮体技術を利用した海洋資

源生産システムの基盤技術の開発

並びに安全性評価手法の開発及び

高度化に関する研究 

－洋上天然ガス生産システムの複

合環境外力下における洋上出荷

オペレーションシミュレータ及

び総合安全性評価手法の開発、

海底熱水鉱床開発用サブシー

（採鉱・揚鉱）システムの技術

開発及びその運用に係る安全性

評価技術の開発 等 

 

 

 

 

(９) 海洋の利用・開発に起因する

環境影響の評価手法の開発等環境

負荷の軽減に関する研究 

－海底熱水鉱床開発における排

水・採掘等に伴う環境負荷推定

ステムに係る基盤技術の開発並

びに安全性評価手法の開発及び

高度化に関する研究 

－浮体式洋上風力発電システム

の風車-基盤浮体連成挙動一体

解析プログラム、ブレードピッ

チ角最適制御手法を検証し、実

用化技術まで高める。また、設

計時、製造時、稼働時等の浮体

式洋上風力発電システムの安

全性確保に係る技術要件を明

確化し、安全評価ガイドライン

案を作成する 等 

 

(８) 浮体技術を利用した海洋

資源生産システムの基盤技術の

開発並びに安全性評価手法の開

発及び高度化に関する研究 

－様々な海域での操業を想定し、

洋上天然ガス生産システムの

フローティングホース等の線

状構造物と浮体の挙動や線状

構造物の疲労強度評価が可能

な時間領域一体解析プログラ

ムを開発する。また、海底熱水

鉱床開発のための採掘要素技

術試験機の採掘オペレーショ

ンにおける課題を抽出し、実海

域試験方案を作成する 等 

 

(９) 海洋の利用・開発に起因す

る環境影響の評価手法の開発等

環境負荷の軽減に関する研究 

－海底資源開発に伴う採鉱機周

辺における懸濁物質の挙動に

開発及び高度化に関する研究は大いに評価できる。 

○浮体式洋上風力発電システムの風車・浮体連成挙動解析

プログラムを実用化に資するレベルに高め、安全ガイドラ

インを作成しており、目標を達成している。ウィンドファ

ーム向け浮体漂流シミュレータの開発、実用機サイズの

VIV 実験機開発、氷海域プラットフォームの氷塊水槽実験

法の開発などは目標以上の学術的成果と認められる。 

○「洋上浮体式発電設備の安全性ガイドライン」および非

常時マニュアルの作成、浮体式風力発電実証事業、ウィン

ドファームへの取組、氷海域プラットフォームの性能評価

法の開発、世界初の深海採掘試験における実海域試験の実

施は、海洋環境保全への先端的な取り組みであり、成果と

考える。 

○多岐にわたる海洋開発に関する取り組みは、優れた成果

を挙げ高く評価できる。 

 

14 
 



 

手法の開発、海洋再生可能エネ

ルギー生産システム開発に伴う

環境負荷推定手法の開発 等 

 

関し、実海域試験時を想定した

試計算を行う。また、浮体式洋

上風力発電システムからの水

中放射音及び固体伝搬音の実

海域計測等を実施し、評価手法

を検討する 等 

【海上輸送の高度化】 

中期目標に示されているように、

我が国経済の持続的発展を図るた

め、その基盤を支えている海上物

流の効率化、海上輸送システムを

含む物流システムの総合的な改

善、海事産業の競争力の強化が求

められている。 

研究所としては、物流の効率化等

に資するため、海上輸送を支える

造船、海運、物流分野の基盤的技

術開発、特に、モード間を有機的

に結びつけた物流の最適化や船員

の制度的なスキルと現状、最近の

ＩＴ技術の急速な進歩を踏まえた

航海支援システムの改善等、従来

の研究領域、分野を超えた融合化

研究の必要性が高まっている領域

についての次の研究を行う。 

(10) 海上物流の効率化・最適化

を政策的に評価する手法の開発及

び高度化に関する研究 

－内航フィーダー輸送活性化等の

施策に関連する、海運を中心と

した物流動向等の事前評価が可

能となるツール及び外航ネット

ワークと内航フィーダー航路の

リンク評価プログラム等の開発 

等 

【海上輸送の高度化】 

物流の効率化等に資するため、海

上輸送を支える造船、海運、物流

分野の基盤的技術開発、特に、モ

ード間を有機的に結びつけた物

流の最適化や船員の制度的なス

キルと現状、最近のＩＴ技術の急

速な進歩を踏まえた航海支援シ

ステムの改善等、従来の研究領

域、分野を超えた融合化研究の必

要性が高まっている領域につい

ての次の研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

(10) 海上物流の効率化・最適

化を政策的に評価する手法の開

発及び高度化に関する研究 

－海上物流の効率化・最適化を評

価するシステムの構成要素と

なるコンテナ流動評価システ

ムのプロトタイプを作成する 

等 

 

 

A ○年度計画を着実に実施している。 

○海上輸送の高度化については、内航船の競争力強化、運

航技術の支援、モーダルシフトの推進といった政策課題に

対応した研究開発を着実に進めている。運航支援技術とし

て、ヘッドアップディスプレイ式の相手船動静監視システ

ムを開発したほか、海流や波浪に伴う船速低下を組み入れ

た運航計画支援システムを構築した。さらに、「小型高速

旅客船省エネマニュアル」を作成し、離島航路の運航事業

者が省エネに取り組む際の手引きとして活用されている。

これらは、熟練船員の減少への対応、商船の定時運航、小

型高速船の省エネ運転を実現する実用的かつ有用な成果

である。以上の通り、年度計画に沿って着実に研究開発を

進め、実績を上げたと認められる。 

○運航支援技術としてのヘッドアップディスプレイ式相

手船動静監視システムの開発、コンテナ流動評価システム

のプロトタイプの開発など、目標を達成している。 

○運航計画支援システムの実証試験、相手船動静監視シス

テムの開発、「小型高速旅客船省エネマニュアル」の作成

など、年度計画を十分に達成していると考える。 

 

○物流の効率化等に資するた

め、海上輸送を支える造船、

海運、物流分野の基盤的技術

開発を実施する計画となって

いるが、例えば内航船のトン

数に関する規制を外すと、物

流の効率化にどのようなイン

パクトが生じるかなど、大胆

な発想の研究は出来ないか。  
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(11) 海上輸送の新たなニーズに

対応した運航支援技術・輸送シス

テム等の開発に関する研究 

－内航船の省力化を進め運航コス

ト削減を図るための陸上からの

航海当直、機関運転支援システ

ムの構築、メンテナンス、イニ

シャルコストの低減を実現する

ための基盤技術等の開発 

－ＩＴ技術の急速な進歩を踏まえ

た衝突予防システムの開発、運

航支援機器のユーザビリティー

評価法の確立及びガイドライン

の作成 

－移動円滑化の促進と利用者の利

便性向上を確保するガイドライ

ンの作成 等 

 

(11) 海上輸送の新たなニーズ

に対応した運航支援技術・輸送シ

ステム等の開発に関する研究 

－陸上からの機関運転支援シス

テムの構築に向け、機関員の作

業内容の指示及び記録支援を

行うための機関点検支援シス

テムのプロトタイプを作成す

る。また、メンテナンス、イニ

シャルコストの低減を実現す

るために、構造用接着剤に関し

て、引張剪断強度を向上させた

接着剤を開発するとともに、環

境劣化に関する信頼性評価手

法を構築する 

－将来的な船上での高速通信利

用の拡大を見越して、各船で取

得したレーダー、AIS 等の他船

データを統合して各船に提供

し、データ共有による安全性確

保を図る先進的な衝突予防シ

ステムの試設計を行い、妥当性

を検証する 

－離島航路の維持に資する小型

高速旅客船のための省エネ運

航指針案を作成する 等 

３．戦略的な国際活動の推進 

研究成果の国際基準化、国際標準

化を目指して基準化研究、要素技

術開発のバランスの取れた研究計

画を企画立案し、国際的な技術開

発動向を踏まえつつ研究を実施す

るとともに、ＩＭＯ、ＩＳＯ等へ

の国際基準案の我が国の提案作成

３．戦略的な国際活動の推進 

研究成果の国際基準化、国際標準

化を目指して基準化研究、要素技

術開発のバランスの取れた研究

計画を企画立案し、国際的な技術

開発動向を踏まえつつ研究を実

施するとともに、ＩＭＯ、ＩＳＯ

等への国際基準案の我が国の提

S ○IMO の各種委員会に対して合計３８件の提案文書を作

成、あるいは作成に主たる役割を果たし、年度計画を大幅

に超える実施状況にあること、また議長職等を８件務め、

各種委員会の議論をリードしていることは高く評価でき

る。 

○国際標準化を目指した当研究所の取り組みは、内外から

高い評価を受け続けている。平成２４年度も、積極的に国

際会議で主導的役割を果たし、提案文書の数だけでも年度

○「代表海象における速力低

下を計算するためのガイドラ

イン」を開発し、ＩＭＯで採

択されたことは、成果として

評価できる。最近、波浪中で

も速力低下しにくい船舶も出

現しているようであり、その

ような場合の検討も進めて頂
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について、積極的に関与し、中期

計画期間中に 100 件以上の提案

文書等を作成する。 

また、我が国の提案実現のため、

ＩＭＯ、ＩＳＯ等の国際会議の審

議に参加し、技術的なサポートを

実施するとともに、会議の運営に

積極的に関与し、加えて、主要国

関係者に我が国の提案の理解醸成

を図るため、戦略的に国際シンポ

ジウム、セミナーを年１回以上開

催する。 

加えて、海事産業の安全・環境技

術開発を加速するために海外研究

機関・研究者との連携、交流を一

層促進する。 

また、基準等に関連する要素技術

等の開発についても、基準化と連

携を取りながら、積極的に研究開

発を進めていく。 

案作成について、積極的に関与

し、本年度計画期間中に 20 件

以上の提案文書等を作成する。 

また、我が国の提案実現のため、

ＩＭＯ、ＩＳＯ等の国際会議の審

議に参加し、技術的なサポートを

実施するとともに、会議の運営に

積極的に関与するとともに、主要

国関係者に我が国提案の理解醸

成を図るため、戦略的に国際シン

ポジウム、セミナーを１回以上開

催する。 

加えて、海事産業の安全・環境技

術開発を加速するために海外研

究機関・研究者との連携、交流を

一層促進する。 

また、基準等に関連する要素技術

等の開発についても、基準化と連

携を取りながら、積極的に研究開

発を進めていく。 

さらに、以上について、横断的組

織として改めて位置付けること

にしている国際連携センターが

研究所全体をとりまとめて取り

組む。 

計画を大幅に上回っている。これらから、特筆すべき優れ

た成果といえる。 

○我が国の国際競争力を強化するために国際活動を積極

的に推進することは、海上技術安全研究所の使命である。

特に国際基準や国際標準規格の策定に対する貢献が強く

求められている。そこで平成 24 年度には、国際海事機関

IMO 等への対応を強化するために、国際連携センターを

IMO 研究系並みの権限を持つ横断的組織として再編した。

昨年度は、国際海事機関 IMO での基準策定に関し、年度

目標の 2 倍弱の提案を行ったほか、船舶の防汚方法に関

する海洋環境リスク評価法の規格案を ISO に提案し ISO

規格が策定された。浮体式洋上風力発電の世界市場への展

開を視野に入れ、国際電気標準会議 IEC での国際規格に

関する議論にも規格案を提案し、会議を主導した。IMO の

会議においては、海技研の職員が 8 件の議長等に就任し、

国際基準化・標準化に戦略的に取り組んでいる。昨年度、

具体的には、代表海象（悪天域を含めた実海域の海象）で

の速力低下係数 fw のガイドライン、浸水平衡装置の指針

が国際基準に反映された。以上の通り、年度計画を超える

優れた実績を上げていると認められる。 

○多くのＩＭＯへの対応に加え、fw ガイドラインが IMO

ガイドラインとして承認されたこと、研究所が開発した数

値流体力学(CFD)ソフト SURF がＩＭＯに採択されたこ

とは、省エネにおける日本の国際競争力のアピールとして

特に評価できる。また、船舶の防汚方法の海洋環境リスク

評価方法の ISO 規格化、風力発電の国際規格の新規標準

の提案等、特に優れた成果であると考える。 

○国際会議への提案文書の作成、国際会議での議長就任等

の戦略的な国際基準化・標準化等一体的な取組がなされ、

提案内容が条約等規制に反映されるなど、日本の造船技術

が国際的に競争優位性を確保できるための環境づくりに

資する成果を上げていることから、中期目標の達成に向け

て優れた実施状況にあると認められる。 

○戦略的な国際基準化・標準化に一体的に取り組み、様々

な点について基準等の策定に向けて貢献した点は、高く評

きたい。 
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価できる。 

○基準化研究と要素技術開発のバランスの取れた研究計

画を企画立案し、その研究開発成果にもとづき、IMO,ISO

など国際会議への我が国提案文書の作成を行うとともに、

国際会議での議長就任等の戦略的な国際基準化・標準化に

一体的に取り組むことにより、我が国の技術が活きる国際

的規制の構築に貢献したことは、評価できる。 

○IMO における基準策定への貢献では、提案文書数で目

標を達成している。また副議長、WG 議長８件のポジショ

ンを取るなど国際的な場でリーダーシップを発揮してお

り、目標を達成している。 

 

Ⅳ．業務運営の効率化に関する目

標を達成するためにとるべき措置 

 

 

１．組織の見直しの継続 

個別の研究の実施について、その

規模や目標、研究の遂行に際して

関係する機関等の状況などに応

じ、プロジェクトチーム設置など、

柔軟な研究実施体制をとる。 

また、保有資産については、その

保有の必要性を不断に検証する観

点から、引き続き、利用度の把握

等を行う。 

 

 

 

 

 

２．事業運営の効率化 

(１) 管理・間接業務の効率化等 

電力使用量の抑制等により管理・

間接業務の一層の効率化を図ると

Ⅳ．業務運営の効率化に関する目

標を達成するためにとるべき措

置 

 

１．組織の見直しの継続 

個別の研究の実施について、その

規模や目標、研究の遂行に際して

関係する機関等の状況などに応

じ、プロジェクトチーム設置な

ど、柔軟な研究実施体制をとる。

このため、必要に応じて、研究開

発を円滑に進めて行くための組

織の見直し、研究員配置の適切化

を行う。 

また、保有資産については、その

保有の必要性を不断に検証する

観点から、引き続き、利用度の把

握等を行う。 

 

２．事業運営の効率化 

(１) 管理・間接業務の効率化等

電力使用量の抑制等により管

理・間接業務の一層の効率化を図

A ○年度計画を着実に実施している。 

○海難事故解析センターと国際連携センターを所横断的

組織に改編し、それぞれの業務に特化した産官学連携主管

と研究コーディネータの配置、EEDI PT の設置を進める

など、外部連携の強化、交際条約発効支援を目的に、研究

開発を円滑に進めて行くため、組織の見直し、研究員配置

の適正化を行った。地球温暖化防止への対応として電力使

用量の抑制を計画通り進めるなど、管理・間接業務の効率

化を図ったほか、知財収入や共同研究・競争的資金の獲得

に努め、積極的に研究費を確保した。契約業務については、

引き続き、随意契約や一社応札の削減に取り組んでいる。

コンプライアンスの強化のため、e ラーニング研修を実施

し、コンピュータへの不正アクセス防止策を施して情報セ

キュリティを強化した。職員に対し、公文書等の管理意識

の醸成も図るなど、内部統制の強化にも取り組んだ。以上

の通り、年度計画に対応した実績を着実に上げている。 

○特許許諾件数が過去最高となるなど、知財収入の確保を

図っており、目標を達成している。 

 

○特許件数は過去最高であっ

たようであるが、特許収入は

現時点では頭打ちの感があ

る。WAD に期待したい。 
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ともに、近隣の研究機関との共同

調達やコスト意識を徹底して効率

的な研究の実施を図る等により、

業務経費（人件費、公租公課等の

所要額計上を必要とする経費及び

特殊要因により増減する経費を除

く。）について、中期目標期間中に

見込まれる当該経費総額（初年度

の当該経費相当分に５を乗じた

額。）を２％程度、一般管理費（人

件費、公租公課等の所要額計上を

必要とする経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除く。）につい

て、経費削減の余地がないか自己

評価を厳格に行った上で、適切な

見直しを行い、中期目標期間中に

見込まれる当該経費総額（初年度

の当該経費相当分に５を乗じた

額。）を６％程度抑制する。 

また、現有する知的財産について

は、今後の活用見込みと維持経費

を勘案し、権利維持するものを取

捨選択することで保有コストの削

減に努めるとともに、知的財産の

実施許諾の推進、研究施設の外部

利用の促進及び受託研究の獲得拡

大、競争的資金への積極的な応募

により、収入の確保・拡大を図る。 

なお、収入の確保・拡大に当たっ

ては、民業を圧迫しないように、

かつ、本来の研究業務の円滑な実

施に支障を来さないようにするも

のとする。 

 

 

るとともに、近隣の研究機関との

共同調達やコスト意識を徹底し

て効率的な研究の実施を図る等

により、業務経費（人件費、公租

公課等の所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因により増減

する経費を除く。）、一般管理費の

抑制を図る。 

また、現有する知的財産について

は、今後の活用見込みと維持経費

を勘案し、権利維持するものを取

捨選択することで保有コストの

削減に努めるとともに、知的財産

の実施許諾の推進、研究施設の外

部利用の促進及び受託研究の獲

得拡大、競争的資金への積極的な

応募により、収入の確保・拡大を

図る。 

さらに、総務・企画・研究の各組

織にまたがる業務の調整機能を

担う組織を新設し、研究に係わる

管理業務の更なる円滑化・効率化

を図る。 

なお、収入の確保・拡大に当たっ

ては、民業を圧迫しないように、

かつ、本来の研究業務の円滑な実

施に支障を来さないように、事前

の確認を行う。 
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(２) 契約管理の強化 

契約については、「独立行政法人の

契約状況の点検・見直しについて」

（平成 21 年 11 月閣議決定）に

基づく取組を着実に実施すること

により、契約の適正化を推進し、

業務運営の効率化を図るものとす

る。 

この場合において、研究・開発事

業等に係る調達については、その

特殊性に配慮しつつ、簡易入札の

更なる活用、他の独立行政法人の

事例等をも参考に、透明性が高く

効果的な契約の在り方を追求する

ものとする。 

また、外部有識者からなる契約監

視委員会による契約状況の点検・

見直しを行う。 

 

(３) 内部統制の充実・強化 

内部統制については、理事長のガ

バナンスの確保、監事監査、情報

セキュリティ強化等、これまでの

取組を徹底する。 

(２) 契約管理の強化 

契約については、「独立行政法人

の契約状況の点検・見直しについ

て」（平成 21 年 11 月閣議決定）

に基づく取組を着実に実施する

ことにより、契約の適正化を推進

し、業務運営の効率化を図るもの

とする。 

この場合において、研究・開発事

業等に係る調達については、その

特殊性に配慮しつつ、簡易入札の

更なる活用、他の独立行政法人の

事例等をも参考に、透明性が高く

効果的な契約の在り方を追求す

るものとする。 

また、外部有識者からなる契約監

視委員会による契約状況の点

検・見直しを行う。 

 

(３) 内部統制の充実・強化 

内部統制については、理事長のガ

バナンスの確保、監事監査、情報

セキュリティ強化等、これまでの

取組みを徹底する。 

Ⅴ．財務等に関する事項 

 

１．予算（人件費の見積もりを含

む。）、収支計画及び資金計画 

(１) 予算 

(２) 収支計画 

(３) 資金計画 

 

２．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等の事由に限り、

資金不足となる場合における短期

Ⅴ．財務等に関する事項 

 

１．予算（人件費の見積もりを含

む。）、収支計画及び資金計画 

(１) 予算 

(２) 収支計画 

(３) 資金計画 

 

２．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等の事由に限り、

資金不足となる場合における短

A ○年度計画を着実に実施している。 

○運営費交付金の計画的な執行により、施設の老朽化に伴

う修繕工事の費用を確保し、人件費の見積り等に基づい

て、予算執行が行われている。未執行も期を跨いだ契約済

繰越案件である。   

○財務処理は年度計画に沿って適切に行われていると認

められる。 

○老朽化したり耐震性向上が必要な、研究に不可欠な設備

の維持管理に運営費を重点的に配算するなど、着実な経営

をしている。 
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借入金の限度額は、700 百万円と

する。 

 

３．不要な財産を処分する計画 

特になし 

 

４．重要な財産を譲渡し、又は担

保にする計画 

特になし 

 

５．剰余金の使途 

① 施設・設備の整備（補修等を

含む） 

② 業務に必要な土地、建物の購

入 

③ 海外交流事業の実施（招聘(へ

い)、セミナー、国際会議の開催） 

④ 所内公募型研究の実施財源 

 

期借入金の限度額は、700 百万

円とする。 

 

３．不要な財産を処分する計画 

特になし 

 

４．重要な財産を譲渡し、又は担

保にする計画 

特になし 

 

５．剰余金の使途 

 剰余金が発生した場合には、独

立行政法人通則法及び中期計画

に従い、適切な処理を行う。 

Ⅵ．その他主務省令で定める業務

運営に関する重要事項 

 

１．施設及び設備に関する計画 

中期目標の期間中に、グリーン・

イノベーションのための環境技術

研究等を加速するためや施設の保

守、耐震補強等を行うため、以下

の施設の更新、大規模改修を検討

する。また、既存の施設・設備に

ついて、研究を実施していくうえ

で必要不可欠なものの維持管理に

予算を重点配算するとともに、そ

の有効利用を図る。 

① 海洋構造物試験水槽の改修工

事 

Ⅵ．その他主務省令で定める業務

運営に関する重要事項 

 

１．施設及び設備に関する計画 

一部研究棟の耐震工事に着手す

る。また、既存の施設・設備につ

いて、研究を実施していくうえで

必要不可欠なものの維持管理に

予算を重点配算するとともに、そ

の有効利用を図る。 

また、「独立行政法人の事務・事

業の見直しの基本方針」を受け、

大阪支所について、その機能を三

鷹本所に統合するために必要な

措置を順次進める。 

 

A ○年度計画を着実に実施している。 

○世界的にも希少で重要な大規模施設を保有しており、そ

の管理修繕リスクは小さくない。今回目標にない補修が必

要となったが、適切に対応されたことは、研究所の運営管

理能力の高さを示している。 

○施設及び設備に関しては、動揺水槽造波装置や操船リス

クシミュレーターといった基幹装置において、平成 24 年

度末に不具合が発生したが、24 年度の運営費交付金から

補修費用を捻出し、研究開発への支障を回避した。研究棟

の耐震工事、大阪支所の三鷹への機能移転も着実に進めて

いる。人事に関しても採用等を計画的に実施し、給与のラ

スパイレス指数は、事務職１００．４％、研究職９９．７％

と国家公務員規定に準拠している。以上のように、年度計

画通りの実績を着実に上げていると認められる。 

○大阪支所の三鷹統合に向け、着実に計画を遂行してい

る。 

○他所にない重要な大型試験

設備を有しており、装置の経

年による故障や自然災害によ

る破損は、資金面のみならず、

研究開発に重大な損害を及ぼ

す。更新、改修工事を、引き

続き計画的に進めていく必要

がある。 

 

○今後施設の維持修繕コスト

は拡大していくと思われるた

め、長期的観点から計画を立

てていただきたい。 

21 
 



 

② 400m 試験水槽の改修工事 

③ 研究棟の耐震工事 

また、「独立行政法人の事務・事業

の見直しの基本方針」を受け、大

阪支所について、その機能を三鷹

本所に統合することを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事に関する計画 

中期目標期間中に、定年退職等を

含めた適切な人員管理を行い、そ

の結果生じた減員については、公

募による選考採用や産学官との連

携強化のための人事交流、任期付

き研究員の採用を図ることとする

が、業務運営の効率化などにより

人員管理の効率化に努める。 

給与水準については、国家公務員

の給与水準も十分考慮し、手当を

含め役職員給与の在り方について

厳しく検証した上で、給与改定に

当たっては、引き続き、国家公務

員に準拠した給与規程の改正を行

い、その適正化に取り組むととも

に、その検証結果や取組状況を公

表する。 

なお、人件費※注）に関し、「簡素

２．人事に関する計画 

中期目標期間中に、定年退職等を

含めた適切な人員管理を行い、そ

の結果生じた減員については、公

募による選考採用や産学官との

連携強化のための人事交流、任期

付き研究員の採用を図ることと

するが、業務運営の効率化などに

より人員管理の効率化に努める。

給与水準については、国家公務員

の給与水準も十分考慮し、手当を

含め役職員給与の在り方につい

て厳しく検証した上で、給与改定

に当たっては、引き続き、国家公

務員に準拠した給与規程の改正

を行い、その適正化に取り組むと

ともに、その検証結果や取組状況

を公表する。 

なお、人件費※注）に関し、「簡

素で効率的な政府を実現するた

めの行政改革の推進に関する法

律」（平成 18 年法律第 47 号）

において削減対象とされた人件

費（以下「総人件費改革において

削減対象とされた人件費」とい

う。）について削減を図る。 

ただし、今後の人事院勧告を踏ま

えた給与改定分及び以下に該当

する者に係る人件費（以下「総人

件費改革の取組の削減対象外と

なる任期付研究者等」という。）

については削減対象から除くこ

ととする。 

・競争的資金又は受託研究若しく

は共同研究のための民間からの

○不具合にも的確に対応し、中期目標の達成のために、十

分な状況であると評価できる。 

○中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認め

られる。 

○年度計画は全て達成されており、着実な実施状況にあ

る。 
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で効率的な政府を実現するための

行政改革の推進に関する法律」（平

成 18 年法律第 47 号）において

削減対象とされた人件費（以下「総

人件費改革において削減対象とさ

れた人件費」という。）について、

平成 18 年度から５年間で５％以

上を基本とする削減等の人件費に

係る取組を 23 年度も引き続き実

施する。 

ただし、今後の人事院勧告を踏ま

えた給与改定分及び以下に該当す

る者に係る人件費（以下「総人件

費改革の取組の削減対象外となる

任期付研究者等」という。）につい

ては削減対象から除くこととす

る。 

・競争的資金又は受託研究若しく

は共同研究のための民間からの

外部資金により雇用される任期

付職員 

・国からの委託費及び補助金によ

り雇用される任期付研究者 

・運営費交付金により雇用される

任期付研究者のうち、若手研究

者（平成 17 年度末において 37

歳以下の研究者をいう。） 

 

※注） 対象となる「人件費」の

範囲は、常勤役員及び常勤職員に

支給する報酬（給与）、賞与、その

他の手当の合計額とし、退職手当、

福利厚生費（法定福利費及び法定

外福利費）を除く。 

 

外部資金により雇用される任期

付職員 

・国からの委託費及び補助金によ

り雇用される任期付研究者 

・運営費交付金により雇用される

任期付研究者のうち、若手研究

者（平成 17 年度末において

37 歳以下の研究者をいう。） 

 

※注） 対象となる人件費の範囲

は、常勤役員及び常勤職員に支給

する報酬（給与）、賞与、その他

の手当の合計額とし、退職手当、

福利厚生費（法定福利費及び法定

外福利費）を除く。 
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３．「独立行政法人海上技術安全研

究所法」（平成 11 年法律第 208

号）第 12 条第１項に規定する積

立金の使途 

第２期中期目標期間中からの繰越

積立金は、第２期中期目標期間以

前に自己収入財源で取得し、第３

期中期目標期間へ繰り越した有形

固定資産の減価償却に要する費用

等に充当する。 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 
ＳＳ：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 
Ｓ ：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 
Ａ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
Ｂ ：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 
Ｃ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 

・ＳＳをつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 
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平成２４年度業務実績評価調書：海上技術安全研究所 
 

総合的な評定 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 

評点の分布状況（項目数合計：９項目）                （９項目） 

ＳＳ ○項目  
Ｓ ５項目  
Ａ ４項目  
Ｂ ○項目  
Ｃ ○項目  

 
総 合 評 価 

（法人の業務の実績） 

海上技術安全研究所は、海事行政や海運・造船業界の要請に応えて技術開発を実施し、また、ＩＭＯを通し

てその成果を国際的に定着させるための活動を実施し、良好な状況にある。研究の重点化や科研費を始めとす

る外部資金の獲得に積極的に取り組むなど、独法の発展を構想していることが窺える。 

また、行政・業界からの評価も高く、順調な実施状況であると言える。 

以下は、評価において、特筆すべき事項である。 

海上輸送の安全確保に関する取組みについては、世界で初めて双峰性スペクトルを有する波浪を再現するこ

とにより転覆原因の解明手法を開発し、AIS 情報から輻輳海域における船舶遭遇頻度を分析する手法の開発に

より「船舶事故のハザードマップ」の作成等に寄与し、また、LNG 燃料船導入に向けて必要な燃料移送等安全

対策の策定に貢献するなど、非常に優れた成果を達成している。 

海洋環境の保全については、CO2 排出規制に対応するため小径円環ダクト（WAD）等の開発により推進効

率の向上を達成し実際の船舶に実用化され、更に実運航状態での CO2 排出削減に向けた実運航性能シミュレ

ータ「VESTA」の実用化を行い、また、SCR 脱硝システムの一環で長期耐久性能の評価を実施し、国におけ

る「大気汚染物質放出規制海域（ECA）」の検討に貢献するなど、非常に優れた成果を達成している。 

海洋開発については、浮体式洋上風力発電施設の安全性確保のための安全ガイドライン及び非常時マニュア

ルを作成し浮体式風力発電実証事業及びウィンドファーム実証事業の風車・浮体の一体連成解析技術、浮体の

漂流シミュレータ等の技術基盤を構築し、世界初の深海採掘試験（水深 1600m）に参加し海底熱水鉱床の採

掘要素技術試験機の実海域試験を実施し、また、天然ガス資源開発の対象となる氷海域プラットフォームの性

能評価法を開発するなど、非常に優れた成果を達成している。 
（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

○研究開発について高いレベルの成果を創出しており、引き続き、効果的なマネジメントを実施し、行政・社

会からの要請に的確に取り組んでもらいたい。 

○海難事故原因究明や国際基準策定への対応についても着実に成果を上げており、引き続き取組みを推進して

もらいたい。 

（その他） 

 

 

総合評定 

（SS , S , A , B , C の５段階） 

 

A 

 

（評定理由） 

○中期目標の達成に向けて着実な実施状況にある。 

（なお、項目別の評価の最頻値は S（S:5 項目、A:4 項目）であっ

たが、S と A の項目数はほぼ拮抗しており、法人全体としての総合

評価を議論した結果、“順調に目標を達成している”と評価し、総合

評定としては A としたもの。） 

 

 

 

 



政独委「平成24年度業務実績評価の具体的取組について」への対応について 別紙

実績 評価

１　政府方針等
○　「平成23 年度末に中期目標期間が終了する独
立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する
勧告の方向性について」（平成23 年12 月９日政委
第27 号政策評価・独立行政法人評価委員会通知）
における指摘事項を踏まえた評価。

該当無し

○　「平成23 年度における独立行政法人等の業務
の実績に関する評価の結果等についての意見」（平
成25 年１月21 日政委第７号政策評価・独立行政
法人評価委員会通知）における指摘事項を踏まえた
評価。

該当無し

○　政独委の累次の指摘や政府方針、会計検査院
等において取り組むべきとされた事項について、その
進捗状況を明らかにした上での評価。

○　「独立行政法人が支出する会費の見直しについて」（平成
24年3月23日行政改革実行本部決定）
公益法人等への会費の支出は、研究所の業務の遂行のため
に真に必要なものであり、かつ、必要最低限のものとなるよう
精査し、２４年度の会費の支出について見直しを行い約１．６
百万円削減。

○「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成
22 年12 月7日閣議決定）

○　会費支出削減に向けた見直しを継続的に実施しており、評
価できる。

○大阪支所の移管を検討し、検討結果である三鷹本所への機
能統合に向けて着実に進捗しており、評価できる。

大阪支所の移管に係る検討の結果、大阪支所の機能を三鷹
本所に統合することとし、２４年度予算に土地履歴調査、土壌
調査等の移転に必要な費用を計上するとともに、同調査等を
実施し、土地等の返納に問題がないことを確認。
また、２５年度予算に大阪支所の機能を三鷹本所へ移転す
るために必要な費用を計上。

２　保有資産の管理・運用等
○　「独立行政法人の職員宿舎の見直し計画」（平
成24 年４月３日行政改革実行本部決定）及び「独
立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」
（平成24 年12 月14 日行政改革担当大臣決定。以
下「見直し実施計画」という。）を踏まえた見直しの実
施状況を明らかにした上での評価。

該当無し

○　見直し実施計画で廃止等の方針が明らかにされ
ている宿舎以外の宿舎及び職員の福利厚生を目的
とした施設について、法人の自主的な保有の見直し
及び有効活用の取組状況を明らかにした上での評
価。

該当無し
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政独委「平成24年度業務実績評価の具体的取組について」への対応について 別紙

実績 評価

３　内部統制

○　法人のミッション達成を阻害する課題（リスク）のう
ち、法人にとって優先的に対応すべき重要な課題が
何であるかを明らかにした上で、それへの対応状況の
評価。

○過去に行ったリスク評価を踏まえ、契約や取引上のリスクに
ついては、低減方策がとられて来ており、２４年度においても、
内部監査を実施するとともに、監査対象範囲を広げるなどの
措置を実施。また、自然災害等に対するリスクについては、２
４年度から建物の耐震補強工事に着手するとともに、大災害
時用の災害対応マニュアルを策定。更に、研究所の研究能
力の基幹である人材については、計画的な採用、人材育成で
対応するとともに、優秀な人材については、昇格等を早める措
置を実施。実験施設の老朽化による研究計画へのリスクを避
けるため計画的なメンテナンスに努めるとともに、予備費等の
確保により緊急故障に対応するよう運営。最近、急激にリスク
が高まっている情報セキュリティについては、セキュリティレベ
ルの向上措置を実施。

リスク評価を踏まえ、対応を講じており、評価できる。
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